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【要  旨】1 

青森県内の企業では、このところ人手不足感が急速に強まっている。この背景として、労

働供給側では、当県における生産年齢人口の減少ペースが速いことに加え、近年における

就労者の就業意識の変化や、規制・制度面の影響がある。労働需要側では、コロナ禍から

の経済の持ち直しにより、サービス業をはじめとする幅広い業種で労働需要が急速に高ま

っていることや、近年におけるデジタル化の進展等を受けて専門人材のニーズが趨勢的に

高まっていることが、企業の人手不足感を強めている。 

こうした中、県内企業では、人材確保に向けて、様々な取り組みを行う動きがみられる。

これらを整理すると、まず、（１）「労働条件の改善を企図した施策」としては、①積極的な賃

上げ、②給与体系の見直し・充実、③給与以外の待遇改善・充実、④若手の裁量権拡大、

⑤積極的な能力開発、などの取り組みがみられる。また、(２)「採用方法の改善を企図した

施策」としては、⑥求人方法の多様化、⑦知名度の引き上げ、⑧外国人労働者の採用積極

化などの取り組みがみられる。 

県内企業は、人手不足の解消に向けて、上記のような多様な取り組みを行っているもの

の、多くの企業では、求人が充足しないまま人手不足が解消しない状況に晒されている。そ

の要因としては、そもそも当県の人口減少ペースが速いことに加えて、コロナ禍で収益環境

が悪化し賃上げを行う余裕がないことや、待遇差に起因する首都圏企業への人材流出を指

摘する声が聞かれている。また、人事・採用を専門とする担当者が不在であるなど人材確

保に必要なコストを掛けられていないことや、民間エージェントや自社ホームページを経由し

た採用方法の導入が進んでいないなど、近年の採用市場の変化に対応しきれていない面

もあるとみられる。 

こうしたもとで、行政機関では、専門人材のマッチングや人材採用・繋留にかかる費用の

助成、人材確保のためのコンサルティングの実施などの支援に取り組んでいるほか、金融

機関でも民間エージェントと提携し、人手不足に悩む企業を紹介することで、中途採用を後

押しする取り組みが行われている。今後は、こうした施策が当地に一層浸透していくことで、

県内企業の人手不足の解消につながることが期待される。同時に、当県における人口減少

ペースの速さを踏まえると、県内企業の多くで、今後の趨勢的な労働力減少を見据えて、

労働生産性を高める取り組みが広がっていくこともあわせて期待される。 

 

                                                      
1 本稿では、日本銀行青森支店が県内企業への聞き取り調査により得られた情報等に基づき、青

森県内の企業における人材確保に向けた施策を紹介している。全国の企業における取り組み事例

については、日本銀行本店が取り纏めた「地域経済報告（さくらレポート）別冊シリーズ：地域

の企業における人材確保に向けた取り組み」（2023年 6月 9日公表）をご参照頂きたい。 



2 

 

83.5

65.0

61.8
37.1

30

40

50

60

70

80

90

100

110

1990 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40 45

全国

青森

（1990年＝100）

（年）

先行き

足りている

32.4％

不足している

64.0％

わからない

3.5％

5.8

4.2

16.8

27.7

38.4

51.3

56.8

0 20 40 60 80 100

その他

クレーム増加

職場雰囲気・

人間関係の悪化

休暇取得日数の減少

残業時間増加

技術・スキル・ノウハウの

引き継ぎが困難

需要に対応できない

（％）

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20
10/3 09 13/3 09 16/3 09 19/3 09 22/3  09

全国

青森

（％ポイント）

（年/月）

不足超

過剰超

先行き

１．はじめに 

 青森県内の企業では、このところ人手不足感が急速に強まっている(図表 1、2)。この

背景として、当県における生産年齢人口の減少ペースが速いことや(図表 3)、コロナ禍か

らの経済の持ち直しを受けて労働需要が急速に回復していることなどがある。この結果、

県内企業では、「需要に対応できない」など、事業活動が制約されるなどの影響もみられ

ており、人材の確保が大きな経営課題として企業に意識されるようになっている(図表 4)。 

 こうした中、日本銀行青森支店が県内企業への聞き取り調査を実施したところ、県内

企業では、人材確保に向けた様々な取り組みが行われていることが確認された。本稿で

は、人手不足の現状と背景を整理したうえで、県内企業が行っている人材確保に向けた

取り組みとその効果、取り組みを進めるうえでの制約要因や各種支援等について取り纏

めた。 

【図表 1】雇用人員判断 D.I.              【図表 2】従業員の充足度（2022年 11月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 3】生産年齢人口の推移             【図表 4】人手不足による悪影響 

（2022年 11月、複数回答） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）総務省統計局「国勢調査」 

国立社会保障・人口問題研究所 
「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 

（出所）帝国データバンク青森支店 
「青森県内企業の人材に関するアンケート調査」 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」 
日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」 

（出所）帝国データバンク青森支店 
「青森県内企業の人材に関するアンケート調査」 
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２．人手不足の現状と背景 

青森県内の企業では、このところ、企業規模や業種等に拘わらず、多くの先で人手不

足感の強まりを指摘する声が聞かれている。 

人手不足が深刻化している背景は、労働供給側の要因と労働需要側の要因に分類でき

る。このうち労働供給側の要因としては、①人口動態の変化、②就労者の就業意識の変

化、③規制・制度の影響、が挙げられる。一方、労働需要側の要因としては、④コロナ禍

からの経済活動の持ち直しを受けた労働需要の高まり、⑤デジタル分野などの専門人材

ニーズの高まり、が挙げられる。本節においては、県内企業からの聞き取り調査をもと

に、これらの背景について整理した。 

(１)労働供給側の要因 

①人口動態の変化 

 少子高齢化に伴い趨勢的に労働力が減少するもとで、進学や就職を機に若年層が県外

へ流出している(図表 5)。その基本的な背景の一つとして、都道府県別の平均月給をみる

と、青森県と都市部との賃金格差が大きく、このことが当県企業の採用競争力の低さに

つながっている可能性がある(図表 6)。こうした中、県内企業からは、若年層の県外流出

により採用に苦戦を強いられているとの声が聞かれている(図表 7)。 

【図表 5】就職者のうち県外に就職した割合（2022年度） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【図表 6】都道府県別の平均月給（2022年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）文部科学省「令和 4年度学校基本調査」 

（出所）厚生労働省「令和 4年度賃金構造基本調査」 
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【図表 7】人口動態の変化 

 

②就労者の就業意識の変化 

 若年層を中心としてワークライフバランスや働き方を重視する傾向が強まっているこ

とにより人材確保が難しくなっているほか、転職に対する抵抗感が和らぐ中で人材流出

が増えていることを課題として指摘する声が聞かれている。また、コロナ禍を契機に普

及したテレワークにより、当県の人材がより待遇の良い首都圏の企業に流出していると

いう事例もみられている(図表 8)。 

【図表 8】就労者の就業意識の変化 

 

③規制・制度の影響 

 最低賃金の引き上げや賃上げ機運の高まりを受けてパート時給が徐々に上昇するもと

で、パート労働者の一部で、一定の年収を超えると配偶者の社会保険の扶養対象外とな

る「年収の壁」の存在や、運輸業では、働き方改革のもとでの残業規制も労働供給の減

少要因として指摘する声が聞かれている(図表 9)。 

 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

1 食料品 

県外就職希望者が増加し、新卒採用に苦戦 

県外就職希望者の増加により域内若年層が減少しており、毎年の新卒採用で

は採用予定者数の 3割程度しか充足できていない。 

2 電気機械 

県外の大学に進学したまま県外に就職する学生が多く、新卒採用に苦戦 

当社が所在するエリアには大学が少なく、学生が他県に進学しそのまま就職し

てしまうため、学生の採用に苦戦を強いられている。 

3 宿泊 

域内若年層が少なくアルバイトの確保が難しいため、正社員採用で対応 

若年層の県外流出によりアルバイトの確保が難しいため、正社員採用で辛うじ

て必要人員を確保しているが、コスト増加により収益が圧迫されている。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

4 素材 

ワークライフバランスを重視する若年層から、夜間勤務が敬遠されている 

夜間でも工場を動かさなければならないことから、交代勤務で夜間に働く必要

があり、ワークライフバランスを重視する若年層からは敬遠されやすい。 

5 運輸 

コロナ禍で雇用の不安定さが意識され、離職が多数発生 

コロナ禍での観光需要の減少により、多くのドライバーが離職。雇用の不安定さ

が意識されたこともあり、離職者は他業態のドライバーとして転職してしまった。 

6 運輸 

キャリアアップを企図した転職者の増加 

転職に対する抵抗感が和らぐ中、自身のキャリアアップを企図して転職する者

が相次いでおり、人材流出が課題となっている。 

7 情報通信 

テレワークの普及で勤務地の制約が低下、当県の IT人材も首都圏企業に流出 

テレワークの普及により地方に居住しながら首都圏の企業で働くことができるよ

うになったため、賃金水準が低い当県では IT人材がより確保し難くなっている。 
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【図表 9】規制・制度の影響 

 

(２)労働需要側の要因 

④コロナ禍からの経済活動の持ち直しを受けた労働需要の高まり 

 コロナ禍からの経済活動の持ち直しが進むもとで、飲食・宿泊などの対面型サービス

や、輸送・運転、販売など幅広い職種で人手不足が急速に深刻化している(図表 10)。こ

うした中、宿泊施設では宿泊予約や営業日数を制限したり、運輸業では運行本数を本来

よりも少なくしたりするなど、機会損失の発生を指摘する声も聞かれている(図表 11)。 

【図表 10】職種別の有効求人倍率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 11】コロナ禍からの経済活動の持ち直しを受けた労働需要の高まり 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

8 食料品 

パートの賃上げに伴う「年収の壁」を意識した労働時間調整への懸念 

人材確保を企図してパート従業員の賃金を引き上げると、いわゆる「年収の壁」

を意識し労働時間を調整する従業員が増えるため、結果的に人手不足に陥ら

ないかというジレンマに直面している。 

9 運輸 

働き方改革への対応を受け、人材獲得競争が激化 

運輸業では、働き方改革関連法の時間外労働に関する罰則規定が 2024 年に

適用されることを受け人材獲得競争が激化しており、深刻な人手不足に直面。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

10 宿泊 

人手不足を受け、宿泊予約を抑制せざるを得ない 

コロナ禍の需要減少により従業員が退職したため、足もとの需要急回復に対応

できる人材を確保できず、宿泊予約を抑制せざるを得ない状況となっている。 

11 宿泊 

人手不足を受け、定休日を設けざるを得ない 

足もとの観光需要の回復により宿泊客数が増加しているが、人手不足を理由に

オンシーズンであっても定休日を設けざるを得ない状況となっている。 

（出所）青森労働局「求人・求職バランスシート」 
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【図表 11】コロナ禍からの経済活動の持ち直しを受けた労働需要の高まり（続き） 

 

⑤デジタル分野などの専門人材ニーズの高まり 

 デジタル化などの事業環境の変化に対応するため、専門人材の需要が拡大しているも

のの、採用が難航しており、デジタル化の遅れを指摘する声が聞かれている(図表 12)。 

【図表 12】デジタル分野などの専門人材ニーズの高まり

３．企業の具体的な取り組みとその成果 

 県内企業の間では、複数の要因から人手不足感が強まる中、人材確保に向けて、様々

な取り組みを行う動きがみられる。こうした取り組みは、大別すると、(1)「労働条件の

改善を企図した施策」と、(2)「採用方法の改善を企図した施策」に分類できる。本節で

は、当店が県内企業に実施した聞き取り調査をもとに、県内企業における人材確保に向

けた取り組みを整理した。 

 

(１)労働条件の改善を企図した施策 

 県内企業が行っている労働条件の改善を企図した施策としては、①積極的な賃上げ、

②給与体系の見直し・充実、③給与以外の待遇改善・充実、④若手の裁量権拡大、⑤積極

的な能力開発、が挙げられる。 

①積極的な賃上げ 

 労働条件の改善を企図した施策として、積極的な賃上げに踏み切る企業もみられる。

具体的には、積極的な賃上げを対外公表することで、採用競争力の強化を図る事例や、

販売価格を引き上げることで賃上げの原資を確保し、基本給の引き上げ等により人材繋

留を強化する事例がみられている(図表 13)。 

 

 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

12 運輸 

ドライバー不足により運行本数を抑制せざるを得ない 

足もと観光需要が回復しているが、コロナ禍のドライバー退職により人手不足が

深刻化。運行本数を本来よりも減らしており、需要の取りこぼしが生じている。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

13 宿泊 

デジタル人材の不足により省人化投資計画が難航するなどデジタル化に遅れ 

人手不足に対応するため、接客部門の省人化投資を検討しているものの、その

ためのデジタル人材がおらず、計画が難航している。 

14 電気機械 

全国的にデジタル人材の獲得競争が激化しており、採用が難航 

デジタル化の推進を企図して、新卒採用では工学系の学生の採用に注力して

いるが、デジタル人材の需要が全国的に高まっており、採用が難航している。 
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【図表 13】積極的な賃上げ 

 

②給与体系の見直し・充実 

 従業員一律の賃上げではなく、個人の能力に応じた給与・人事体系を導入することで、

従業員のモチベーションを維持・向上させる事例や、安定的な収入を得られる給与体系

に変更することで、人材繋留につなげている事例がみられている(図表 14)。 

【図表 14】給与体系の見直し・充実 

 

③給与以外の待遇改善・充実 

 給与以外の面でも、人材繋留や採用競争力の強化を図ることを目的に、定年年齢や再

雇用年齢の引き上げ、副業の容認や男性の産後育休の促進、配偶者同行制度の導入など、

福利厚生の充実や人事制度の見直しを通じて、待遇の改善・充実を図る取り組みがみら

れている(図表 15)。 

【図表 15】給与以外の待遇改善・充実 

 

 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

15 小売 

大幅な賃上げを早期に対外公表することで、採用競争力を強化 

2023年度は例年より早い時期に大幅な賃上げを実施することで労使が妥結し、

対外的にも当社の賃上げスタンスをアピールすることで、採用競争力を強化。 

16 
対個人 

サービス 

販売価格の引き上げにより賃上げ原資を確保し、人材繋留を強化 

離職者の増加を受け、基本給の引き上げや特別手当の支給を実施。こうした賃

上げのための原資は、段階的な販売価格の引き上げにより確保している。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

17 食料品 

従業員の能力に応じた給与・人事体系を導入し、モチベーションを維持・向上 

賞与の査定基準を厳格化したほか、昇級試験を導入するなど個人の能力に応

じた給与・人事体系に変更し、従業員のモチベーションを維持・向上。 

18 建設 

現場作業員の給与体系を月給制に変更することで収入を安定化 

現場作業員の給与体系を日給制から月給制に変更し収入の安定化を図ること

で、人材繋留にもつながっている。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

19 建設 

定年年齢と再雇用年齢の引き上げにより、不足する技術者を確保 

定年年齢を 65 歳まで引き上げ、70 歳まで再雇用可能な人事制度に見直したこ

とで、60歳で他社を定年退職した技術者の採用につなげている。 

20 不動産 

福利厚生の充実による人材確保 

賃金水準は首都圏に及ばないため、待遇改善による人材確保を目的に、①副

業の容認、②男性の産後育休など福利厚生面の拡充を実施している。 

21 宿泊 

有給休暇取得日数の充実と配偶者同行制度の導入による人材確保 

大手企業並みの有給休暇を付与しているほか、配偶者の転勤時に配偶者に同

行できる制度を導入することで、人材の確保につなげている。 
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④若手の裁量権拡大 

 若手従業員に商品開発の機会を与えたり、年功序列ではなく個人の能力に応じて昇格

できる人事制度を導入したりすることで、若手のモチベーションを維持・向上させ、人

材繋留や新たな若年層の採用につなげる取り組みがみられている(図表 16)。 

【図表 16】若手の裁量権拡大 

 

⑤積極的な能力開発 

 資格取得費用の補助や資格手当の支給、資格保有者の管理職ポストへの登用など、積

極的な従業員の能力開発を行うことで従業員のロイヤリティを向上させ、離職率の低下

に努める企業もみられている(図表 17)。 

【図表 17】積極的な能力開発 

 

(２)採用方法の改善を企図した施策 

 採用方法の改善を企図した施策として、⑥求人方法の多様化、⑦知名度の引き上げ、

⑧外国人労働者の採用積極化が挙げられる。 

⑥求人方法の多様化 

 インターネットやスマートフォンが普及する中、求職者は民間求人サイトに登録する

ことで手軽に転職先を探すことができるようになったことから、一部の企業の中には、

これまでのハローワーク中心の求人だけではなく、民間エージェントを活用するなど、

採用チャネルを多様化させる動きがみられている(図表 18)。 

 

 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

22 食料品 

若手に商品開発の裁量を与えモチベーションを向上、人材繋留や採用を強化 

若手に裁量を持たせた商品開発を行い、社内で好評を得た製品を商品化する

ことで若手のモチベーションを向上。人材繋留や若年層の採用につなげてい

る。 

23 宿泊 

脱年功序列により若手のモチベーションを向上、採用競争力も強化 

若手であっても現場の責任者に抜擢されるなど、年功序列ではなく個人の能力

に応じて昇格できる人事制度を導入。このことが新卒採用市場でも多くの学生

から支持されており、安定的に新卒採用者を確保できている。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

24 建設 

資格取得費用の負担や資格手当の支給により、人材の育成・繋留を企図 

資格取得にかかる費用の一部または全額負担や、資格取得後には資格手当を

支給するなどの人材育成を通じて、従業員のロイヤリティを高めている。 

25 運輸 

資格取得者への社内表彰、資格保有者の管理職への登用 

人材育成の観点から従業員の資格取得を推進しており、合格者への社内表彰

のほか、資格保有者の管理職への登用により脱年功序列を図っている。 
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【図表 18】求人方法の多様化 

 

⑦知名度の引き上げ 

 インターンシップや学生向け工場見学の実施により、学生からの知名度を引き上げ、

採用競争力を向上させる動きもみられている(図表 19)。 

【図表 19】知名度の引き上げ 

 

⑧外国人労働者の採用積極化 

 人手不足が事業活動に影響を与えている企業では、これまで採用していなかった外国

人労働者の採用を強化し、事業継続に取り組む先がみられている(図表 20)。 

【図表 20】外国人労働者の採用積極化 

 

 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

26 電気機械 

民間エージェント経由での中途採用を開始し、I ターン・U ターン者を採用 

中途採用強化を目的として、ハローワーク以外に民間エージェントの利用を開

始したところ、I ターン・U ターン者の中途採用に成功。 

27 農業 

自社ホームページでの採用募集を開始 

ハローワークや県のホームページでの求人に加え、自社ホームページでも求人

を募集するなどして採用の間口を広げている。 

28 情報通信 

国と県の支援制度を活用しながら、採用チャネルを拡充 

IT 人材の不足が深刻化しているため、国と県の支援制度である「プロフェッショ

ナル人材事業」を活用しながら、民間エージェント経由での人材募集にも注力。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

29 素材 

インターンシップの実施等により知名度を引き上げ、採用競争力を向上 

県内外の学生向けインターンシップを実施したほか、地元スポーツチームとスポ

ンサー契約を締結し、地元での知名度を引き上げることで採用競争力を向上。 

30 電気機械 

学生向けの工場見学の実施により知名度を引き上げ、採用競争力を向上 

知名度の低さから十分な応募者数を確保することができていないため、学生向

けの工場見学を行うことで、知名度向上に取り組んでいる。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

31 宿泊 

人手不足による営業活動の制約を解消するため、外国人労働者を採用 

足もと人手不足が営業活動の制約になっており、稼働率を 2 割程度引き下げる

必要が生じているため、外国人労働者の採用にも取り組んでいる。 

32 不動産 
外国人労働者の採用を積極化 

人材不足を解消するため、長期雇用を前提に外国人労働者を積極的に採用。 
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４．取り組みを進めるうえでの課題と各種支援施策 

 人手不足の解消に向けて、前節で示したような施策を行う企業はみられるものの、多

くの県内企業は、求人が充足しないまま人手不足が解消しない状況に晒されている。そ

の要因としては、そもそも当県の人口減少ペースが速いことに加えて、コロナ禍で収益

環境が悪化し賃上げを行う余裕がないことや、待遇差に起因する首都圏企業への人材流

出を指摘する声が聞かれている。また、人事・採用を専門とする担当者が存在せず、総

務担当者が日常業務の合間に採用活動を行うなど、人材の確保に必要なコストを掛けら

れていないことも、人材確保に取り組むうえでの課題になっている(図表 21）。 

【図表 21】取り組みを進めるうえでの課題（収益環境、採用体制など） 

 

 このほか、民間エージェントや自社ホームページを経由した採用方法の導入が進んで

いないなど、近年の採用市場の変化に対応しきれていない面もあるとみられる（図表 22）。

青森県内の企業における従業員の採用方法をみると、足もとハローワークへの登録だけ

ではなく、自社ホームページでの募集や民間の就職サイトなどを活用する企業が増えて

いるものの、その利用割合は 3～4 割に止まっているほか(図表 23)、当県は求人におけ

る民間求人広告の利用割合が全国や東北他県と比べて低くなっている(図表 24）。このよ

うに、県内企業は、スマートフォンの普及等による採用市場の変化に十分対応しきれて

おらず、採用市場における求職・求人間のミスマッチが生じている可能性がある。 

【図表 22】取り組みを進めるうえでの課題（求職・求人間のミスマッチ） 

  

項番 業種 企業等から聞かれた声 

33 小売 

収益環境の厳しさから賃上げは困難 

賃上げを実施し人材繋留に努めたいものの、足もとの収益環境を踏まえると賃上

げの実現は難しい。 

34 食料品 

首都圏企業との待遇差を埋められず、人材流出が深刻化 

首都圏企業との待遇面の差から人材流出が深刻化しているが、首都圏企業並み

に給与水準を引き上げることは難しく、人材不足解消に向けた対応策がない。 

35 
行政 

機関 

企業の採用体制が十分に整備できていない 

企業の採用体制をみると、人事・採用担当の専門部署が整備されておらず、総務

担当者が日常業務の合間に採用活動を行っているケースが多く、採用に対して

必要なコストを掛けられていない。 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

36 
行政 

機関 

採用市場の変化と企業の対応の遅れによる、求職・求人間のミスマッチが発生 

若年層を中心に、ハローワーク経由ではなく民間求人媒体経由で求職活動を行

っている人が増えている一方、企業は依然としてハローワークを中心に求人活動

を行っており、求職・求人間のミスマッチが生じている。 
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民間求人広告

84.6％ 民間求人広告

71.4％ 民間求人広告

62.8％

ハローワーク

15.4％ ハローワーク

28.6％ ハローワーク

37.2％

全国 東北6県 青森県

【図表 23】従業員の採用方法              【図表 24】民間求人広告掲載件数と 

（青森県、複数回答）             ハローワークへの新規求人数の割合 

  （2022年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうしたもとで、行政機関では、専門人材のマッチングや人材採用・繋留にかかる費

用の助成、人材確保のためのコンサルティングの実施などの支援に取り組んでいるほか、

金融機関でも民間エージェントと提携し、人手不足に悩む企業を紹介することで、中途

採用を後押しする取り組みが行われている(図表 25)。 

【図表 25】各種支援施策 

項番 業種 企業等から聞かれた声 

37 
行政 

機関 

「プロフェッショナル人材事業」を活用した専門人材の獲得 

内閣府と青森県による「プロフェッショナル人材事業」を通じ、U ターン転職希望者

の紹介や副業・兼業人材の移動・宿泊にかかる費用を助成するなどして、専門人

材の獲得に成功した事例がある。 

38 
行政 

機関 

人材採用・繋留にかかる費用の一部を助成する事業を創設 

企業の人手不足の緩和や地元定着の促進を図るため、2023 年度に、①福利厚

生制度の充実、②奨学金返還制度の創設、③インターンシップの実施に関わる

取り組みにかかる費用の一部を助成する事業を創設。 

39 
行政 

機関 

人材確保のためのコンサルティング、採用費用の一部助成 

人材確保に苦慮している企業に専門家を派遣し、民間エージェントの利用や従業

員の離職率低下に向けた助言をしているほか、専門人材のマッチングや民間エ

ージェントの利用にかかる費用を一部助成。 

40 
金融 

機関 

民間エージェントとの提携による中途採用支援 

民間エージェントと提携し、人手不足に悩む取引先を紹介することで、企業の中

途採用を後押ししている。 

（出所）帝国データバンク青森支店 
「青森県内企業の人材に関するアンケート調査」 

（注）民間求人広告の割合は、全国求人情報協会が公表する
主要 15社の広告掲載件数の週平均値をもとに、日本銀行
青森支店において試算した値を用いて算出。 

（出所）全国求人情報協会「求人広告掲載件数等集計結果」 
      厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」 
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５．おわりに 

 本稿では、青森県内企業における人手不足の現状と背景を整理したうえで、県内企業

において実施されている人材確保に向けた具体的な取り組みを紹介し、こうした取り組

みを進めるうえでの課題と行政等による支援策について言及した。 

青森県では、人口減少などにより労働供給が急速に減少しており、企業が労働力を安

定的に確保することが難しくなっている。その結果、企業が事業活動を継続するうえで、

人手不足が大きな制約として意識されており、実際に、コロナ禍明けの需要回復局面に

おいて、人手不足を背景に需要を取りこぼしている事例もみられる。 

 県内企業では、こうした状況を克服すべく、様々な施策に取り組んでいるほか、行政

等や金融機関においても各種支援策を講じている。こうした施策が当地に一層浸透して

いくことで、人材のミスマッチが緩和され、若年層の地元回帰が促されることを通じて、

県内企業の人手不足の解消につながることが期待される。同時に、当県における人口減

少ペースの速さを踏まえると、県内企業の多くで、今後の趨勢的な労働力減少を見据え

て、労働生産性を高める取り組みが広がっていくこともあわせて期待される2。 

 日本銀行青森支店としては、県内における労働力不足が県経済の先行きに向けた足枷

となり得る点に注視しながら、産学官金が一体となって青森県の労働力不足を克服すべ

く、引き続き県内の関係者との意見交換や情報収集に取り組んで参りたい。 

                                                      

2 青森県内企業における労働生産性の向上に向けた取り組み等については、2023年 3月 13日に日本

銀行青森支店が公表した特別調査「青森県内の企業における労働生産性の向上に向けた取り組みと課

題」をご参照頂きたい。 

以  上 


